（様式第１号の付表）

	受付番号

	



森林整備工事入札参加資格審査申請書
 
令和   年   月   日

福井県知事 様

所　在　地
商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　


森林整備工事に係る入札に参加したいので、必要書類を添えて申請します。
  なお、この入札参加資格審査申請書および添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

記

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
商号又は名称
	

	代表者
	職名
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)
氏　名
	

	所在地
	郵便番号
	

	
	住　所
	

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)
担当者氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	

	現在の登録状況
	有 （認定番号：　　―　　　　）　・　無




（様式第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　経営状況
（1） 自己資本の額

	区　　　　　分
	直 前 決 算 時
         （千円）
	剰余（欠損）金処分
            （千円）

	払 込 資 本 金
	
               ①
	

	   準    備    金
	
               ②
	
                ④

	積    立    金
	
               ③
	
                ⑤

	 繰越金（繰越欠損）
	
	
                ⑥

	  　合　　       計  　　（　①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥ ）
	                    千円                                                           


※決算金額が分かる総会資料や財務諸表などを添付する。

（2） 年間売上高

	直前第２年度分（Ａ）
	直前第１年度（Ｂ）
	年間平均売上高

	                 
                       　千円
	                
                      　千円
	（Ａ）＋（Ｂ）
２

	
	
              　千円
                        



（3） 経営比率

	流動資産の額（Ａ）
	流動負債の額（Ｂ）
	流動比率 （Ａ）／（Ｂ）×１００

	                     
                       　千円
	                    
                      　千円
	             
                    ％   
                         






２　森林整備業務の実績（前年度）

（１）業務実績集計表
	業 務 の 種 類
	数    量
	契約金額
	備　　　考

	造林・保育等
	         ｈａ   
	    　     千円
	

	簡易施設の設置
	
	      　   千円
	（土木工事を除く）

	素材生産
	         ｈａ   
	        　 千円
	


（注）１　本表には国、県、市町村、公社および個人等との契約による事業実績（下請けを含む）を記入する。
      2　 前年度とは、申請日を基準として「直近の１年間」をいう。（例えば、２月２０日基準日の場合、その前年の２月２１日からの１年間）
　　　3　 本表は、（２）の主な業務経歴一覧表の計と一致させること。

（２）主な業務経歴一覧表
	発 注 者
	元請・下請
区分
	業　務  名
	業務場所
	主な業務内容
	請負代金の額
	契約年月日

	

(　      )
	
	
	
	
	 千円
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

計　
	
	
	
	
	
	


（注）1　本表には国、県、市町村、公社および個人等との契約による事業実績（下請けを含む）を記入するとともに、契約書等を添付する。
2　事業実績が下請け等の注文書の場合、入金が確認できる通帳等のコピーを添付する。
3　下請にあっては、「発注者」欄に元請者名を記載するとともに、県等の業務発注者名を（  ）で記載する。
4　作業道開設や伐開作業等、森林整備工事ではないものは記入しないこと。
２－１　森林整備業務の実績（前々年度）

（１）業務実績集計表
	業 務 の 種 類
	数    量
	契約金額
	備　　　考

	造林・保育等
	         ｈａ   
	    　     千円
	

	簡易施設の設置
	
	      　   千円
	（土木工事を除く）

	素材生産
	         ｈａ   
	        　 千円
	


（注）１　本表には国、県、市町村、公社および個人等との契約による事業実績（下請けを含む）を記入する。
2　前々年度とは、申請日を基準にして「直近の１年間」の前年の１年間をいう。（例えば、２月２０日基準日の場合、その前々年の２月２１日からの１年間）
3　本表は、（２）の主な業務経歴一覧表の計と一致させること。

（２）主な業務経歴一覧表
	発 注 者
	元請・下請
区分
	業　務  名
	業務場所
	主な業務内容
	請負代金の額
	契約年月日

	

(　      )
	
	
	
	
	 千円
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

(　      )
	
	
	
	
	
	

	

計　
	
	
	
	
	
	


（注）1　本表には国、県、市町村、公社および個人等との契約による事業実績（下請けを含む）を記入するとともに、契約書等を添付する。
2　事業実績が下請け等の注文書の場合、入金が確認できる通帳等のコピーを添付する。
3　下請にあっては、「発注者」欄に元請者名を記載するとともに、県等の業務発注者名を（  ）で記載する。
4　作業道開設や伐開作業等、森林整備工事ではないものは記入しないこと。
３　従業員数等の内訳
（１）　雇用期間別従業員                                            　　  単位：人
	雇　　用　　区　　分
	事務職員
	技術職員
	計
	備   考

	通年雇用
	６５歳未満
	
	
	
	

	
	６５歳以上
	
	
	
	

	臨時的雇用
	６月以上
	６５歳未満
	
	
	
	

	
	
	６５歳以上
	
	
	
	

	
	４月以上 ６月未満
	６５歳未満
	
	
	
	

	
	
	６５歳以上
	
	
	
	

	
	２月以上 ４月未満
	６５歳未満
	
	
	
	

	
	
	６５歳以上
	
	
	
	

	合       　　     計
	
	
	
	


（注）技術職員は、もっぱら森林の整備に従事する従業員をいう。（以下同じ）
（２）　技術職員内訳
	種　　　別
	資　　格　　等
	人 数
	備　　　 考

	業務管理者
	森林整備工事の現場管理を行うのに必要な知識と実務経験（５年以上）を有する者
	
	

	専門技術者
	技術士（森林部門）　　　　　　　　　　　※１
	
	

	
	林業技士（林業経営部門）　　　　　　　　※2
	
	

	
	林業普及指導員または林業改良指導員の有資格者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※3
	
	

	
	福井県指導林業士または青年林業士　　　　※4
	
	

	
	森林施業士　　　　　　　　　　　　　　　※5
	
	

	
	森林整備専門技術者　　　　　　　　　　　※6
	
	

	技術作業員
	工事現場における施業を実施するのに必要な資格や技術を有する者
	
	


※１　技術士法に定める技術士試験に合格した者をいう。
※２　(社)日本森林技術協会の林業技士登録資格認定の交付を受けた者をいう。なお、林業経営部門に限る。
※３　林業普及指導員・林業改良指導員資格試験に合格した者をいう。
※４　知事から福井県指導林業士・青年林業士として認定をされた者をいう。
※５  福井県森林整備支援センターが行う「森林施業士資格取得・育成研修」の研修を受け認定された者をいう。
※６  森林整備業務の実務経験が５年以上あり、かつ林業・木材製造業労働災害防止協会福井県支部等が行う森林整備作業種ごとに必要な資格を２つ以上（伐木等業務講習の修了証は必須）有する者をいう。
（注）①　代表者のほか役員または常時雇用される従業員に限る。
②　主たる事務所または営業所以外の事務所または営業所において、競争入札に参加しようとする場合は、事務所または営業所毎の内訳表を別途作成し添付する。

４　社会保険等への加入状況

	区　    分
	従業員数
	加入者数
	適用除外者数
	加入率（％）
	備    考
（適用除外者数の理由）

	労 災 保 険
	
	
	
	
	

	雇 用 保 険
	
	
	
	
	

	健 康 保 険
	
	
	
	
	

	年 金 制 度
	
	
	
	
	

	退職金制度
	
	
	
	
	


（注）１ 従業員数欄は、技術職員の保険加入対象者数を記入する。
２ 健康保険には、国民健康保険を含む。なお、国民健康保険者数は（  ）で内数とする。
３ 年金制度とは、厚生年金、国民年金をいう。
４ 退職金制度とは、林業退職金共済、建設業退職金共済、中小企業退職金共済等をいう。
５ 適用除外者がある場合は、その理由を備考欄に記入する。
６ 各種保険、退職金制度の加入状況が分かるもの（コピー）を添付する。
７ 実績欄に掲げた森林整備工事に係る労災保険の加入状況が分かるもの（コピー）を添付する。

５　労働安全衛生管理体制等の状況
（1） 安全衛生管理体制
	区                     分
	人     数

	常時１００人以上の労働者を雇用する事業所
	総括安全衛生管理者数
	

	
	安全管理者有資格者数
	

	
	衛生管理者有資格者数
	

	常時５０人以上の労働者を
雇用する事業所
	安全管理者有資格者数
	

	
	衛生管理者有資格者数
	

	常時１０人以上５０人未満を雇用する事業所
	安全管理衛生推進者有資格者数
	


　（注） 常時１０人以上雇用している事業所は、必要な有資格者を有していること。

（２）過去２年間において労働基準監督署等から受けた安全衛生に関する重要な
指導等の内容
	年 月 日
	機 関 名
	措置・指導等の内容
	改 善 状 況

	
	
	
	


（注）１　過去２年間とは、申請日直前の２年間をいう。
      ２　「重要な指導」とは、労働安全衛生法に基づく使用停止命令等（第９８条）、作業停止命令（第９９条）等をいう。

（３）労働災害発生件数（過去２年間）
	年 区 分
	災害区分
	造林・保育等
	素材生産
	備    考

	過去２年目
	死 亡 災 害
	
	
	

	
	その他の災害
	
	
	

	過去１年目
	死 亡 災 害
	
	
	

	
	その他の災害
	
	
	


（注）１　休業４日以上の労働災害を対象とする。
２　労働基準監督署へ労働者疾病報告をした場合、報告書のコピーを添付すること。
      ３　過去1年目、過去２年目とは、申請日直前の1年間とその前の１年間をいう。

６　林業機械保有台数

	機　　　種　　　等
	台　数
	備　　　　考

	種　別
	機　　種　　名
	
	

	チェーンソー
	
	
	

	刈払機
	
	
	

	集材機
	
	
	

	トラクタ
	
	
	

	林内作業車
	
	
	

	自走式搬器
	
	
	

	その他機械
（高性能林業機械等）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



